
















































































































































































































































（ 9 ）　「日経産業新聞」201３年 2 月19日より，一部引用。
（10）　高田亮爾編著（2011）『現代中小企業論』同友館，p.３1５。
出所：筆者作成
自社の強みの源泉を分析（有形資産，無形資産）
コミュニケーション体制（現状把握）
自社の強みを認識
自社の強みが企業価値向上につながる
マネジメント
・報告文化
・情報共有
・無形資産（人材）
国内 海外
⑴支援機関とのネットワークの強化
　①企業側：専門機関のノウハウを活用
　②支援機関側：中小企業のニーズに対応
　③その他の専門機関：新情報の収集
⑵グローバルな人材マネジメント体制
　①進出する国の人材を教育と採用
　②自国への経験（留学）者を採用
図表 2　中小企業のマネジメント体制
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3 ．独自の企業文化が海外進出した企業経営に与える影響
企業文化は，利害関係者である社員の企業に対する企業風土やモチベー
ションに影響を与える。社員のモチベーションが低下した場合，企業の売上
に何らかの形で影響を及ぼす可能性が高い。結局，企業を取り巻く環境が変
化するなかで，企業文化はさまざまな企業活動に大きなインパクトを与えて
いる。
また，企業文化（無形価値）の構築もマネジメントの一つである以上，経
営組織においてそれぞれ重要な意思決定を伴うことは当然である。また，企
業活動はあらゆる面において意思決定を必要とされるので，企業価値の向上
に導くために経営者の意思決定や判断が必要となる。
特に，中小企業が優れた企業文化を構築するためには，内部組織機能の向
上と有効性の追求が必須であろう。それは，コミュニケーション機能の向上
なくしては不可能である。そのためには企業の内部組織を統合し，価値観を
一致させ，意思決定において円滑なコミュニケーションがとれるようにしな
ければならない。
事実，企業文化のなかには，人事制度のように目に見えるものもあるが，
組織内部で使われる言語や習慣など目に見えないものまで数多くある。マネ
ジメントを考慮した場合，従業員と経営者，さらに従業員同士のコミュニ
ケーションが重要であるといえよう。
図表 ３ は，日本の中小企業が海外進出するときに，独自の企業文化を構築
したことで，海外進出した後も企業価値向上が続いている企業の事例である。
A・M 株式会社は，従業員が業務遂行上の行動様式として「前例」，「トッ
プの意思決定」を重視する傾向が強かった。その結果，低い柔軟性あるいは
組織内部でのコミュニケーションがあまりないこともあり，全体的には積極
性の弱さが同社の組織風土だった。
同社は，海外進出に伴う経営陣への負担が増えることで，リスクが生じる
可能性もあることから，下位層への権限移譲を一部図った結果，従業員の積
極的な行動が現れる新たな企業文化の体制ができるようになった（11）。
今日の急速な経営環境の変化のなかで，中小企業においても経営者の仕事
（11）　財団法人中小企業総合研究機構（2012）「中小企業の海外展開による国内経営への
影響局面に関する調査研究」通巻番号129号，p.4７。
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量は拡大しつつある。当然ながら，その中身も複雑になっている。したがっ
て，その分，緊急かつ重要な経営判断を下すことが困難になってきている。
しかし，経営に携わる意思決定者は企業を取り巻くさまざまな利害関係者
にその強い意志を伝えなければならない。その前提として，常に経営者自ら
がリスクマネジメントに取り組もうとしていることを組織内部の利害関係者
である社員に感じさせることが非常に重要である。これに関しては，企業の
事例分析から明らかになった。
図表 3　事例（12）：海外進出に伴う組織内部での変化－独自の企業文化－
出所：﻿財団法人中小企業総合研究機構（2012）「中小企業の海外展開による国内経営への影響局面
に関する調査研究」通巻番号129号，pp.７７-80から抜粋して筆者作成
（12）　A・M 株式会社（横浜市に所在）の事例である。同社は，19７4年に創立して200６年
に米国に進出した翌年，中国にも進出した中小企業である。
【従業員が業務遂行上の行動様式】 【組織内部】
海外進出前➡
【従業員が業務遂行上の行動様式】 【組織内部】
海外進出際➡
・経営陣に任せる
・各自の業務のみ
・前例重視
・トップの意思決定を重視
下位層への権限移譲
を一部図る
従業員の積極的な行動を喚起
する組織文化
低い柔軟性
積極性の弱さ
コミュニケーション
体制の問題
➡リスクの潜在
・企業文化の構築：柔軟性，積極性
・海外事業の売上構成率が約30％に達成
・市場開拓：納品先は50ヵ国
結果
成果
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海外進出している企業を取り巻く経営環境の変化のなかで，環境に適応す
べく企業文化構築が求められている。海外進出している中小企業だからこそ，
経営者はリスクの発生を事前に把握し，リスクマネジメント状況を継続に監
視する体制の必要性を理解したうえで，明確な意思決定ができるか否かを判
断しなければならない。総合的に判断したうえで下された意思決定こそが優
れた企業文化の構築につながることになろう。
中小企業の場合，予測できない事態に直面した時，現地の従業員が経営者
と同一の目的に向かって，自らの判断で最善の方法を自発的に判断し選択し
て行動する際の従業員の拠りどころとなる企業内部の非公式な行動規範，価
値観が企業文化であるので，海外現地の従業員とのコミュニケーションを重
視することが重要である。これに関しては，すでに事例を挙げながら検討し
た。
海外に進出している中小企業でも，さまざまな文化的背景の人々で構成さ
れる組織であるから，組織内部の彼らを統合させる現地主義を基本とし，本
社の経営理念と企業文化の要素を加味するため現地化のマネジメントを構築
しなければならない。つまり，組織内部での危機感共有・問題点の把握と対
策案などの理解ができる環境づくりが重要である。
特に，グローバル企業が優れた企業文化を構築するためには，内部組織機
能の向上と有効性の追求が必須であろう。それは，コミュニケーション機能
の向上なくしては不可能である。そのためには企業のグローバル的な組織を
統合し，価値観を一致させ，意思決定において円滑なコミュニケーションが
とれるようにしなければならない（13）。
それを実現するためには，企業組織を構成する内部の人々が共有している
資産である独自の企業文化，強い企業文化に合致した経営戦略が成功の可能
性が高い。企業文化が戦略策定にあたっての直接的な価値前提となり，企業
文化に合致した戦略には首尾一貫性が生まれ，内部構成員による理解や実行
が円滑になり，競争優位性の確立にも役立つものである（14）。
すでに既述したが，海外展開した中小企業はさまざまな環境要因の影響を
受けながら，企業活動を行わなければならない。したがって，企業を取り巻
く環境が急激に変化するような状況下では，企業価値向上にチャンスをもた
（1３）　上田和勇編著（2009）『企業経営とリスクマネジメントの新潮流』白桃書房，p.2３３。
（14）　折橋靖介（200３）『多国籍企業の意思決定と行動原理』白桃書房，p.189。
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らす情報の迅速な収集，あるいは企業活動に直接関係している市場環境にい
かに対応できるかどうかが大きな課題であろう。
むすび
海外進出している中小企業の場合，経営を取り巻く環境に関しては，国内
企業に比べてさまざまな課題が指摘できた。特に，海外進出先の政治的，経
済的，社会的混乱から生じるリスクは国内企業には想像できないリスクが潜
んでいる。
海外進出している中小企業は，何らかのカントリーリスクにさらされ，そ
れらのリスクの発生によって企業の売上にも大きな影響を与える可能性は高
い。したがって，現地で自立可能なマネジメントの体制が必要である。
海外展開している中小企業においては，各国の文化や国籍，言語は異なっ
ても，企業の目標とビジネス上の価値観を共有し，協働していく過程で組織
風土や組織文化が欠かせない要素となってくる。つまり，異文化の人と仕事
をする際には，彼らがどのような文化的価値観を持っているのか，どんな価
値観を最優先しているのかを理解し，独自の企業文化と相互に調和させるこ
とが重要である。
そこで，中小企業とはいえ企業内・外の利害関係者とリスク情報を十分に
共有し，相互理解したうえで，双方向の対話と共生を進めることはグローバ
ル企業にとって，国内事業よりも明確化する必要性がある。こうした状況を
打開するためには経営者の明確な意思決定が必要とされている。
本文でも強調したとおり，海外進出している中小企業では，現地に受け入
れられるような目標いわゆる戦略を経営者が明確に設定する。個々の人たち
の態度や行動を統合的に組み立て，達成するためにいわゆる組織化（プロセ
ス）を行い，それをさらに一定の水準に維持できるようにバックアップして
いくことが前提である。
その結果，組織内部で巧く機能している中小企業は，競争が激化している
世界市場でも企業価値の持続性を保つことができる。まさに，海外進出して
いる日韓中小企業の共通の課題であろう。
すでに事例として本文のなかでも指摘したが，中小企業の経営者いわゆ
る意思決定者は企業を取り巻く現状をいち早く把握して，利害関係者（特に，
従業員）にその強い意志を伝えなければならない。その前提として，中小企
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業の経営者は常に，利害関係者の価値を最適化するためのリーダーシップを
発揮すべきである。
最後に，中小企業を取り巻く経営環境の変化に効果的に対応するには，製
品・商品面を含めた生産・マーケティングや財務面とグローバル事業の推進
を支える経営資源である優秀な人材の採用と育成が重要である。言い換えれ
ば，中小企業の場合，人材面での空洞化問題は両国中小企業における共通の
課題であるといえよう。
＊本章は，201５年から 1 年間にわたって実態調査した後，リスクマネジメン
ト学会の「危険と管理」第4６号を中心に一部再構成したものである。
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